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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自　平成19年
３月１日

至　平成19年
８月31日

自　平成20年
３月１日

至　平成20年
８月31日

自　平成21年
３月１日

至　平成21年
８月31日

自　平成19年
３月１日

至　平成20年
２月29日

自　平成20年
３月１日

至　平成21年
２月28日

売上高 (百万円) 45,956 46,365 43,733 92,484 91,349

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 363 240 △71 584 △168

中間純利益又は

中間(当期)純損失(△)
(百万円) △260 103 △28 △161 △1,278

純資産額 (百万円) 11,384 11,295 9,730 11,323 9,724

総資産額 (百万円) 43,518 42,137 39,863 41,972 41,273

１株当たり純資産額 (円) 386.53 382.96 327.05 384.01 327.52

１株当たり中間純利益又は

中間(当期)純損失(△)
(円) △9.11 3.61 △0.99 △5.64 △44.66

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.5 26.0 23.5 26.2 22.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,017 2,607 △17 1,067 1,747

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △331 291 △185 △237 615

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,032 △1,869 △566 △2,057 △1,564

現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残高
(百万円) 3,941 4,089 3,090 3,060 3,859

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

1,027

〔2,146〕

1,040

〔2,180〕　

1,075

〔2,201〕　

991

〔2,189〕　

1,057

〔2,211〕　

　(注) １　売上高には、営業収入を含んでおり、又、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自　平成19年
３月１日

至　平成19年
８月31日

自　平成20年
３月１日

至　平成20年
８月31日

自　平成21年
３月１日

至　平成21年
８月31日

自　平成19年
３月１日

至　平成20年
２月29日

自　平成20年
３月１日

至　平成21年
２月28日

売上高 (百万円) 45,291 45,755 43,217 91,168 90,169

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) 332 200 △54 507 △250

中間純利益又は中間

(当期)純損失(△)
(百万円) △264 89 1 △189 △1,297

資本金 (百万円) 5,310 5,310 5,310 5,310 5,310

発行済株式総数 (千株) 28,689 28,689 28,689 28,689 28,689

純資産額 (百万円) 10,724 10,583 9,032 10,629 8,995

総資産額 (百万円) 41,799 40,182 38,005 40,351 39,373

１株当たり純資産額 (円) 374.66 369.81 314.83 371.34 314.33

１株当たり中間純利益又は

中間(当期)純損失(△)
(円) △9.22 3.11 0.05 △6.63 △45.34

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 2.50 2.50 ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 25.7 26.3 23.8 26.3 22.8

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名)

660

〔1,496〕

677

〔1,508〕

674

〔1,495〕　

635

〔1,515〕

663

〔1,520〕　

　(注) １　売上高には、営業収入を含んでおり、又、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。なお、当社の完全子会社であり飲食店業としてフードサービス業を

営む相鉄フードサービス㈱、その他の事業として催事、生花の販売業を営む㈱相商、宝くじ等の販売

業を営む㈱相販の３社が平成21年８月１日をもって㈱相商を存続会社として合併し、新たに商号を

株式会社相鉄リテールサービスといたしました。

３ 【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、当社の完全子会社である相鉄フードサービス㈱、㈱相商、㈱相販の３

社が平成21年８月１日をもって㈱相商を存続会社として合併し、新たに商号を株式会社相鉄リテー

ルサービスといたしました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容

　議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割
合
（％）

（親会社）       

相模鉄道㈱

(注）１

横浜市

西区
31,162 鉄道運輸業 －　 100.0　

当社は、商品仕入等取引

を行っております。

役員の兼任 ３名

（連結子会社）       

㈱相鉄リテールサービス
横浜市

西区
30

フードサービス業、催

事、生花の販売業、宝

くじ等の販売業

100.0 －

当社は、ファーストフー

ド等の販売、催事販売等

を委託しております。

役員の兼任  １名

出向        ２名

㈱葉山ボンジュール
横浜市

西区
60 パンの製造、販売業 100.0 －

当社はパン等の販売を委

託しております。

役員の兼任 ２名

出向       １名

相栄フーズ㈱

(注）２

神奈川県

大和市
76

精肉、惣菜、鮮魚等の

卸売販売業
51.0 －

当社は、精肉、惣菜、鮮魚

等の販売を委託しており

ます。

役員の兼任 ３名

　（注）１  相模鉄道株式会社は、会社分割により、鉄道事業を平成21年９月16日付で、同日付で相鉄準備会社株式会社を

商号変更した相模鉄道株式会社に承継させるとともに、相鉄ホールディングス株式会社に商号変更しており

ます。

２  特定子会社であります。
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４ 【従業員の状況】

(1）連結会社の状況
　 平成21年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食料品他小売業
775　

〔2,084〕　

不動産賃貸業
2　

〔2〕　

飲食店業
6

　〔31〕

その他の事業
　3

〔28〕

管理部門
289　

〔56〕

合計
1,075　

〔2,201〕

　(注) １　従業員は就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。又、

臨時従業員とは、パートタイマー及びアルバイトであります。

(2）提出会社の状況
　 平成21年８月31日現在

従業員数(名)
674

〔1,495〕　

　(注) １　従業員は就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。又、臨時

従業員とは、パートタイマー及びアルバイトであります。

(3）労働組合の状況

　労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1）業績

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、昨秋の米国発の金融不安に始まった景気後退により、年

末から年始にかけて企業業績が急速に悪化し、雇用・所得情勢は大きな影響を受け、未曾有の経済危機

ともいわれる深刻な状態となりました。

  スーパーマーケット業界におきましては、消費者の生活防衛意識と低価格志向が強まり、販売価格の

抑制と買い控えへの対応を迫られる等、厳しい経営環境が続き、平成21年に入ってからは売上高前年比

マイナスがトレンドとなっております。

　このような厳しい環境の中、当社は、平成21年４月２日に上場廃止、４月８日に相模鉄道㈱（現 相鉄

ホールディングス㈱）の完全子会社となり、また、相模鉄道㈱（現 相鉄ホールディングス㈱）及び丸

紅㈱と業務提携して、企業価値向上のため迅速かつ大胆な経営施策の実行に取り組み、構造改革を推進

し、販売管理費の削減に努め、特に固定費の削減を図るべく本社業務を再構築しスリム化するととも

に、不採算店舗の閉鎖等を進めております。

　しかしながら、これら施策の効果が現れてきてはいるものの、当社グループも業界全体の傾向と同様

に売上高の減少は避けられず、当中間連結会計期間の売上高（営業収入を含む）は前年同期比94.3％の

437億３千３百万円、営業損失は２億１千５百万円（前年同期は３億７百万円の営業利益）となりまし

た。なお、デリバティブ債務の評価益の計上等で経常損失が７千１百万円（前年同期は２億４千万円の

経常利益）、閉鎖店舗に係る特別利益の計上等で中間純損失が２千８百万円（前年同期は１億３百万

円の中間純利益）となりました。

　セグメント別の営業概況は次のとおりであります。

〔食料品他小売業〕

スーパーマーケット業

  ５月に希望が丘店（横浜市旭区）で営業時間を延長（延刻）して深夜１時までの営業を開始し、６

月に並木店（横浜市金沢区）で当社初の24時間営業を開始いたしました。続いて７月に塚越店（川崎

市幸区）、海老名店（神奈川県海老名市）でも24時間営業を開始し、ナイトマーケットという新たな市

場を開拓して売上高の維持・拡大に努めました。

  また厚木林店（神奈川県厚木市）、三ツ境店（横浜市瀬谷区）、磯子店（横浜市磯子区）等で店舗活

性化対策を実施する等、既存店売上の改善を図りました。また、５月に薬師台店（東京都町田市）を開

店いたしました。

　販売促進策としては、６月より毎月１日を「ローゼン市」と名付けた企画を開始し、本社員全員の応

援体制をとるなど、全社を挙げて取り組んでおります。また商品政策としてはメーカーとの協力体制を

強めて商品開発を進めている他、Ｖマーク商品（私鉄系スーパー８社の共同開発商品）の販促や売場

の配置換えを実施してボリューム感のある演出に取組みました。

一方、南瀬谷店を３月末をもって閉鎖した他、ネット事業を休止する等、不採算部門の見直しを進めま

した。

  こうした取り組みが一定の効果を挙げ、客数は前年を若干下回る程度を維持したものの、夏季の天候

不順と低温傾向の影響もあって、全体としては多くの競合他社と同様に売上高（営業収入を含む）は

前年同期比マイナスの418億１千１百万円（前年同期比94.6％）となりました。

専門店業

  衣料品は消費者の買い控え傾向が続き競合他社も概して低調であり、当社もアペックスダイヤモン

ド店、スタジオＣ２ダイヤモンド店といったアウター中心の店舗が特に振るわない中、不採算であった

リーシェジョイナス店を８月末で閉店いたしました。この結果、売上高（営業収入を含む）は９億１千

６百万円（前年同期比91.2％）となりました。

  食品他小売業は、これらの結果、売上高（営業収入を含む）は、427億２千７百万円（前年同期比

94.5％）となりました。

〔不動産賃貸業〕

  不採算事業所の閉鎖を進めている中、既存テナントの退店等があり、営業収入４億６千２百万円（前

年同期比87.1％）となりました。

〔飲食店業〕
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　飲食店業は厳しい状況が続いておりますが、平成20年３月に開店したカフェアンドバー「プロント横

浜西口北幸店」（横浜市西区）が通期で寄与したことにより、売上高は前年同期比104.0％の１億３千

万円となりました。

〔その他の事業〕

  映画館業はエヴァンゲリオンやハリーポッターのシリーズが好調に推移しました。催事、生花販売業

は、催事が好調であったものの生花は厳しい状況となりました。宝くじ等販売代理業は、店舗閉鎖の影

響がありました。その他事業は、これらの結果、売上高（営業収入含む）は前年同期比84.4％の４億１千

２百万円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

  当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、減価償却費６億３千３百万円等があったものの、未払金の

減少４億９千４百万円、仕入債務の減少１億２千３百万円等により１千７百万円の支出となり、前年同

期に比べ26億２千４百万円の支出の増加となりました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、差入保証金・敷金返還による収入５億２千９百万円等が

ありましたが、有形固定資産の取得による支出６億３千２百万円等により１億８千５百万円の支出と

なり、前年同期に比べ４億７千６百万円の支出の増加となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、短期借入金の純増額９億円、長期借入金の返済による支出

11億８千４百万円、利息及び配当金の支払額１億７千１百万円等により５億６千６百万円の支出とな

り、前年同期と比べ13億２百万円の支出の減少となりました。

  以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高は、前年同

期に比べ９億９千９百万円減少し、30億９千万円となりました。

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績
　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

食料品他小売業 42,727 94.5

スーパーマーケット業 41,811 94.6

専門店業 916 91.2

不動産賃貸業 462 87.1

飲食店業 130 104.0

その他の事業 412 84.4

合計 43,733 94.3

　(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　セグメント間の取引は消去しております。
３　事業の種類別セグメントについては、第５経理の状況１（１）中間連結財務諸表注記事項（セグメント情報）
事業の種類別セグメント情報当中間連結会計期間の（注）７に記載の通り、事業区分を変更しております。こ
のため、当該項目における販売実績の前年同期比については、前中間連結会計期間分を遡及した金額に基づき
算出しております。
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(2）仕入実績
　当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり
ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

食料品他小売業 36,572 95.7

スーパーマーケット業 36,078 95.8

専門店業 494 86.9

不動産賃貸業 ― ―

飲食店業 76 101.4

その他の事業 204 81.7

合計 36,854 95.6

　(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　セグメント間の取引は消去しております。
３　仕入実績の前年同期比については、第５経理の状況１（１）中間連結財務諸表注記事項（セグメント情報）事
業の種類別セグメント情報当中間連結会計期間の（注）７に記載の通り、事業区分を変更しております。この
ため、当該項目における仕入実績の前年同期比については、前中間連結会計期間分を遡及した金額に基づき算
出しております。

３ 【対処すべき課題】

　スーパーマーケット業界における売上高前年比マイナスのトレンドは当面継続すると判断し、景気

後退期でも利益の出る体質に変えるべく、構造改革を推進いたします。

  売上高の維持・拡大策としては、「ローゼン市」の定着を図るとともに延刻店舗を増やし、一方で

減収下でも利益の出る体質に変えるべく損益分岐点を確実に下げることを目指し、販売管理費の削

減、特に固定費の削減を進めます。

　具体的には、本部スタッフを機動的に店舗へ配属するための組織として「タスクチーム」を発足さ

せ、重点店舗の支援に充てております。また人材のマルチジョブ化に努め、部門の統合や店舗での兼

務を進めることといたします。加えて、賃借店舗の賃料の削減、物流センターの効率化や共同配送に

よる物流費の削減、野立看板やチラシを見直すことによる広告宣伝費の削減、節電や節水を徹底して

の水道光熱費の削減、また清掃委託料金の見直しや事務センターの外注化による業務委託費の削減

等、全体として販売管理費を下げていくことといたします。

　併せて、食品スーパーマーケットとして「食」の安全・安心の向上を最優先し、コンプライアンス

体制の徹底を図ってまいります。

  当社は、経営改革に取り組み、ステークホルダーに愛される「新しい相鉄ローゼン」をつくり、営

業利益率２％とする「チャレンジ２％」を目標とし、達成に努力してまいります。

４ 【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

５ 【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  なお、当社は、平成20年11月27日に、当社を当社の親会社である相模鉄道株式会社（現 相鉄ホール

ディングス株式会社）の株式交換完全子会社、相模鉄道株式会社（現 相鉄ホールディングス株式会

社）を株式交換完全親会社とする株式交換契約を締結し、平成21年４月８日に当該株式交換を実施

いたしました。

６ 【研究開発活動】
　該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に

基づき作成されております。この中間連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要となる事項につき

ましては、合理的な基準に基づき、会計上の見積りを行っております。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１(1）中間連結財務諸表　中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」に記載しております。

(2）当中間連結会計期間の経営成績の分析

①　売上高（営業収入を含む）及び営業利益

　売上高（営業収入を含む）は前中間連結会計期間と比べ、26億３千２百万円減少し437億３千３百

万円、営業利益は、２億１千５百万円の営業損失（前中間連結会計期間は３億７百万円の営業利益）

を計上いたしました。これは主に、昨秋の米国発の金融不安に始まった景気後退により、企業業績が

急速に悪化し、雇用・所得情勢は大きな影響を受け、消費者の生活防衛意識と低価格志向が強まり、

販売価格の抑制と買い控えへの対応を迫られる等、厳しい経営環境により売上高が減少したこと等

によるものであります。

②　営業外損益及び経常損益

　営業外損益は、前中間連結会計期間と比べて２億１千万円良化いたしました。これは主に、当中間連

結会計期間の営業外収益にデリバティブ評価益２億１千８百万円が計上されたことなどによるもの

であります。

　この結果、経常損失は、７千１百万円となりました。

③　特別損益及び当期純損益

　特別利益は、前連結会計年度に不採算事業所の閉鎖に伴い引当を行った引当金の精算による店舗等

撤去費用引当金戻入額１億３百万円と貸倒引当金戻入額７千７百万円の計上により１億８千万円と

なりました。特別損失は、スタジオＣ２ダイヤモンド店他の減損損失４千万円と店舗の閉鎖及び改装

に伴う固定資産除却損２千６百万円等を計上したことにより８千５百万円となりました。

　この結果、税金等調整前中間純利益は２千３百万円となり、法人税、住民税及び事業税３千３百万

円、法人税等調整額１千９百万円及び少数株主利益を控除した中間純損失は２千８百万円となりま

した。

(3）当中間連結会計期間の財政状態の分析

①　流動資産

　当中間連結会計期間末における流動資産の残高は82億９千６百万円となり、前連結会計年度末と比

較し13億４千７百万円減少いたしました。

　主な要因は、前連結会計年度末が金融機関の休業日であったことなどにより「グループ預け金」が

７億６千６百万円、商品在庫の圧縮により「たな卸資産」が２億３千４百万円、未収商品リベートの

回収により「その他」が３億１千９百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

②　固定資産

　当中間連結会計期間末における固定資産の残高は315億６千６百万円となり、前連結会計年度末と

比較し６千２百万円減少いたしました。

　主な要因は、「有形固定資産」は、減価償却及び減損損失等により減少したものの、薬師台店の新築

及びリース資産等の取得により５千９百万円の増加、「投資その他の資産」は、不採算事業所の閉鎖

に伴い引当を行った引当金の取崩により「貸倒引当金」が７億９千９百万円、株式相場の回復によ

るその他有価証券の時価の上昇により「投資有価証券」が１億８千４百万円それぞれ増加したもの

の、不採算店舗の賃貸借契約解除と一年以内償還保証金への振替等により「差入保証金」が８億５

千万円、不採算店舗の賃貸借契約解除により「敷金」が２億８千２百万円それぞれ減少したことな
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どによるものであります。

　当中間連結会計期間の設備投資（リース資産を含む）は７億４千１百万円、減価償却費６億３千３

百万円及び減損損失４千万円であります。

③　流動負債

　当中間連結会計期間末における流動負債の残高は135億３千６百万円となり、前連結会計年度末と

比較し１億７千７百万円増加いたしました。

　主な要因は、前連結会計年度末が金融機関の休業日であったことなどにより「買掛金」が１億２千

３百万円、同じく未払金などの支払繰越により「その他」が７億２千３百万円それぞれ減少したも

のの、長期借入金の約定返済に伴う借換資金の調達より「短期借入金」が９億円、長期借入金からの

振替により「一年内返済予定の長期借入金」が２億９千６百万円それぞれ増加したことによるもの

であります。

④　固定負債

　当中間連結会計期間末における固定負債の残高は165億９千６百万円となり、前連結会計年度末と

比較し15億９千３百万円減少いたしました。

　主な要因は、約定返済及び一年内返済予定の長期借入金への振替により「長期借入金」が14億８千

１百万円減少したことによるものであります。 

⑤　純資産

　当中間連結会計期間末における純資産の残高は97億３千万円となり、前連結会計年度末と比較し６

百万円増加いたしました。

　主な要因は、欠損補填及び第66期の配当等により「資本剰余金」が２億４千１百万円減少しました

が、「利益剰余金」については、中間純損失の計上はあるものの、資本剰余金による欠損補填があっ

たため１億３千５百万円増加、親会社による株式交換による「自己株式」の減少が４千万円、株式相

場の回復により「その他有価証券評価差額金」が７千５百万円増加したことなどによるものであり

ます。

(4）キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては、この文中に記載したほか、「第２　事業の状況　３　

対処すべき課題」に記載のとおりであります。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に

記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備計画の変更

　該当事項はありません。

(2）重要な設備計画の完了

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のと

おりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
投資額

(百万円) 完了年月

提出会社 
 薬師台店

（東京都町田市）
食料品他小売業 店舗の新設 438 平成21年5月 

　

 三ツ境店

（横浜市瀬谷区）

 他13店舗（注）１

食料品他小売業 
レジスター関連機器

の更新 
177 平成21年3月 

（注）　１　三ツ境店他13店舗のレジスター関連機器の更新に係る投資額につきましては、リース契約による資産調

　　　　　　達であるため、リース料総額を記載しております。

　　　　２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3）重要な設備の新設、除却等

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月26日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 28,689,170 28,689,170 非上場
当社は単元株式制度を

採用しておりません。

計 28,689,170 28,689,170 ― ―

（注）１  当社は、平成21年４月２日付で上場を廃止しております。

      ２  当社は、平成21年５月28日開催の第66回定時株主総会における定款一部変更の決議により、単元株式制度を廃

止しております。

　    ３  当社は、平成21年５月28日開催の第66回定時株主総会における定款一部変更の決議により、当社の株式の譲渡に

よる取得については、株主又は取得者は株主総会の承認を得なければならない旨を定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年３月１日

～平成21年８月31日
―　 28,689 ―　 5,310 －　 1,327

（５）【大株主の状況】
　 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

相模鉄道㈱ (注） 横浜市西区北幸１－３－23 28,689 100.0

計 ― 28,689 100.0

（注）相模鉄道株式会社は、平成21年９月16日付で、相鉄ホールディングス株式会社に商号変更しております。
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（６）【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　 平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式      28,689,170 28,689,170 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,689,170 ― ―

総株主の議決権 ― 28,689,170 ―

（注） 当社は、平成21年５月28日開催の第66回定時株主総会における定款一部変更の決議により、単元株式制度を廃止し

ております。

② 【自己株式等】
　 平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

─ ─ ― ―　 ― ―

計 ─ ― ―　 ― ―

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 490 480 ― ― ― ―

最低(円) 455 475 ― ― ― ―

　(注)１  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　    ２  当社は、平成21年４月２日付で上場を廃止しております。

３ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）は改正

後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）は改正後の中間財

務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成20年３月１日

から平成20年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成20年３月１日から平成20

年８月31日まで）の中間財務諸表並びに当中間連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）の

中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,863 3,124 3,127

グループ預け金 ※1
 326

※1
 66

※1
 832

受取手形及び売掛金 1,125 1,136 1,039

有価証券 ※3
 59 － ※3

 59

たな卸資産 2,145 2,064 2,298

繰延税金資産 209 235 354

その他 1,911 1,694 2,013

貸倒引当金 △0 △22 △81

流動資産合計 9,640 8,296 9,644

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 6,169

※2
 5,912

※2
 5,858

土地 8,613 8,585 8,585

その他（純額） ※2
 1,863

※2
 2,290

※2
 2,285

有形固定資産合計 16,646 16,788 16,729

無形固定資産 244 499 471

投資その他の資産

投資有価証券 1,452 ※3
 1,340 1,156

繰延税金資産 3,194 4,218 4,168

差入保証金 5,893 4,634 5,484

敷金 3,904 3,629 3,911

その他 1,172 1,094 1,145

貸倒引当金 △14 △639 △1,438

投資その他の資産合計 15,604 14,278 14,428

固定資産合計 32,496 31,566 31,629

資産合計 42,137 39,863 41,273

負債の部

流動負債

買掛金 5,319 4,437 4,561

短期借入金 1,750 1,000 100

1年内返済予定の長期借入金 2,750 4,827 4,531

リース債務 － 222 164

未払法人税等 118 72 159

賞与引当金 345 308 311

時効商品券回収損引当金 18 20 19

店舗等撤去費用引当金 － 93 234

その他 ※3, ※4
 3,331

※3, ※4
 2,554

※3
 3,277

流動負債合計 13,632 13,536 13,358
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

(平成21年２月28日)

固定負債

長期借入金 9,443 8,365 9,846

再評価に係る繰延税金負債 602 591 591

退職給付引当金 6,359 6,358 6,374

役員退職慰労引当金 91 57 83

リース債務 － 717 593

その他 713 506 701

固定負債合計 17,209 16,596 18,190

負債合計 30,841 30,133 31,549

純資産の部

株主資本

資本金 5,310 5,310 5,310

資本剰余金 4,509 4,268 4,509

利益剰余金 1,659 358 223

自己株式 △39 － △40

株主資本合計 11,440 9,937 10,003

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12 △69 △145

土地再評価差額金 △468 △484 △484

評価・換算差額等合計 △480 △554 △630

少数株主持分 335 347 351

純資産合計 11,295 9,730 9,724

負債純資産合計 42,137 39,863 41,273
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②【中間連結損益計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結損益計算書

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

売上高 44,479 42,021 87,711

売上原価 ※1
 32,006

※1
 30,067

※1
 62,777

売上総利益 12,472 11,954 24,933

営業収入 ※2
 1,885

※2
 1,711

※2
 3,638

営業総利益 14,358 13,665 28,571

販売費及び一般管理費 ※3
 14,050

※3
 13,881

※3
 28,294

営業利益又は営業損失（△） 307 △215 277

営業外収益

受取利息 26 10 59

受取配当金 13 9 24

受取保険金 8 8 10

デリバティブ評価益 － 218 －

雑収入 31 25 39

営業外収益合計 79 272 135

営業外費用

支払利息 128 117 244

雑支出 18 11 336

営業外費用合計 146 128 581

経常利益又は経常損失（△） 240 △71 △168

特別利益

店舗等撤去費用引当金戻入額 － 103 －

貸倒引当金戻入額 － 77 －

特別利益合計 － 180 －

特別損失

固定資産除却損 － ※4
 26

※4
 10

減損損失 ※5
 7

※5
 40

※5
 50

投資有価証券評価損 － － 73

委託契約解除に伴う損失 － － ※6
 73

店舗等撤去費用引当金繰入額 － － 234

賃貸借契約解約損 － 13 －

貸倒引当金繰入額 － － ※7
 1,505

その他 － 4 －

特別損失合計 7 85 1,949

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失
（△）

232 23 △2,118

法人税、住民税及び事業税 70 33 125

法人税等調整額 51 19 △989

法人税等合計 121 52 △864

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 △0 23

中間純利益又は中間純損失（△） 103 △28 △1,278
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,310 5,310 5,310

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 5,310 5,310 5,310

資本剰余金

前期末残高 4,509 4,509 4,509

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

欠損填補 － △163 －

自己株式の処分 － △6 △0

当中間期変動額合計 － △241 △0

当中間期末残高 4,509 4,268 4,509

利益剰余金

前期末残高 1,628 223 1,628

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

土地再評価差額金の取崩 － － 16

欠損填補 － 163 －

中間純利益又は中間純損失（△） 103 △28 △1,278

当中間期変動額合計 31 135 △1,404

当中間期末残高 1,659 358 223

自己株式

前期末残高 △37 △40 △37

当中間期変動額

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 42 0

当中間期変動額合計 △1 40 △2

当中間期末残高 △39 － △40

株主資本合計

前期末残高 11,410 10,003 11,410

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

土地再評価差額金の取崩 － － 16

中間純利益又は中間純損失（△） 103 △28 △1,278

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 36 0

当中間期変動額合計 29 △65 △1,407
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当中間期末残高 11,440 9,937 10,003

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 49 △145 49

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △61 75 △194

当中間期変動額合計 △61 75 △194

当中間期末残高 △12 △69 △145

土地再評価差額金

前期末残高 △468 △484 △468

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － － △16

当中間期変動額合計 － － △16

当中間期末残高 △468 △484 △484

評価・換算差額等合計

前期末残高 △418 △630 △418

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △61 75 △211

当中間期変動額合計 △61 75 △211

当中間期末残高 △480 △554 △630

少数株主持分

前期末残高 331 351 331

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 3 △3 19

当中間期変動額合計 3 △3 19

当中間期末残高 335 347 351

純資産合計

前期末残高 11,323 9,724 11,323

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

土地再評価差額金の取崩 － － 16

中間純利益又は中間純損失（△） 103 △28 △1,278

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 36 0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △58 71 △191

当中間期変動額合計 △28 6 △1,598

当中間期末残高 11,295 9,730 9,724
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損失
（△）

232 23 △2,118

減価償却費 535 633 1,090

減損損失 7 40 50

退職給付引当金の増減額（△は減少） △53 △15 △37

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △50 △26 △58

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 △2 △24

時効商品券回収損引当金の増減額（△は減少） 7 1 8

店舗等撤去費用引当金の増減額（△は減少） － △141 234

受取利息及び受取配当金 △39 △19 △84

支払利息 128 117 244

投資有価証券評価損益（△は益） － － 73

有形固定資産売却損益（△は益） － － 10

売上債権の増減額（△は増加） △80 △96 5

たな卸資産の増減額（△は増加） 119 234 △33

仕入債務の増減額（△は減少） 802 △123 44

未払消費税等の増減額（△は減少） 97 △58 71

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △34 △5 △44

未収入金の増減額（△は増加） 173 223 △54

未払金の増減額（△は減少） 496 △494 482

預り金の増減額（△は減少） 178 160 △12

有形固定資産除却損 － 26 －

デリバティブ評価損益（△は益） － △218 259

委託契約解除に伴う損失 － － 73

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △857 1,505

その他 132 696 125

小計 2,661 95 1,814

法人税等の支払額 △54 △112 △67

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,607 △17 1,747

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 31 12 70

投資有価証券の取得による支出 △100 △59 △100

投資有価証券の償還による収入 20 60 20

有価証券の売却による収入 － 36 －

有形固定資産の取得による支出 △53 △632 △142

有形固定資産の除却による支出 － △3 △1

無形固定資産の取得による支出 △12 △79 △32

敷金及び保証金の差入による支出 △5 △54 △10

敷金及び保証金の回収による収入 418 529 825

その他投資の増減額（△は減少） △6 5 △12
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

有形固定資産の売却による収入 － 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 291 △185 615

財務活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △118 △97 △221

短期借入金の純増減額（△は減少） － 900 △1,650

長期借入れによる収入 － － 3,850

長期借入金の返済による支出 △1,662 △1,184 △3,328

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △108 －

配当金の支払額 △71 △71 △143

少数株主への配当金の支払額 △3 △3 △3

その他 △14 △1 △67

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,869 △566 △1,564

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,028 △769 798

現金及び現金同等物の期首残高 3,060 3,859 3,060

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 4,089

※1
 3,090

※1
 3,859
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１　連結の範囲に関する
事項

子会社は、全て連結してお
ります。
子会社は、相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商、㈱相販、㈱
葉山ボンジュール及び相栄
フーズ㈱の５社でありま
す。

子会社は、全て連結してお
ります。
子会社は、㈱相鉄リテール
サービス 、 ㈱ 葉 山 ボン
ジュール及び相栄フーズ㈱
の３社であります。
なお、子会社であった相鉄
フードサービス㈱、㈱相商、
㈱相販は、平成21年８月１
日付にて㈱相商を存続会社
として合併し、同日付にて
社名を㈱相鉄リテールサー
ビスに変更しております。

子会社は、全て連結してお
ります。 
子会社は、相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商、㈱相販、㈱
葉山ボンジュール及び相栄
フーズ㈱の５社でありま
す。

２　連結子会社の(中間)
決算日等に関する事
項

連結子会社のうち相鉄フー
ドサービス㈱、㈱相商、㈱相
販及び㈱葉山ボンジュール
の中間決算日は７月31日で
あり、中間連結財務諸表の
作成にあたっては、同日現
在の中間財務諸表を使用し
ております。
なお、相栄フーズ㈱の中間
決算日は、中間連結決算日
と一致しております。

連結子会社のうち㈱相鉄リ
テールサービス及び㈱葉山
ボンジュールの中間決算日
は７月31日であり、中間連
結財務諸表の作成にあたっ
ては、同日現在の中間財務
諸表を使用しております。
なお、平成21年８月１日付
で合併した㈱相鉄リテール
サービスについては、合併
前の３社（相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商及び㈱相
販）の同日現在の中間財務
諸表を使用しております。
また、相栄フーズ㈱の中間
決算日は、中間連結決算日
と一致しております。

 連結子会社のうち相鉄
フードサービス㈱、㈱相商、
㈱相販及び㈱葉山ボン
ジュールの決算日は１月31
日であり、連結財務諸表の
作成にあたっては、同日現
在の財務諸表を使用してお
ります。
なお、相栄フーズ㈱の決算
日は、連結決算日と一致し
ております。

３　会計処理基準に関す
る事項

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法
たな卸資産
評価基準は原価法
（収益性の低下によ
る簿価切下げの方
法）によっておりま
す。
評価方法は、主に売
価還元法によってお
ります。

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法
たな卸資産

同左
 
 
 
 
 
 

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法
たな卸資産

同左
 
 
 
 
 
 
 

 有価証券
満期保有目的の債券
償却原価法

有価証券
満期保有目的の債券

同左

有価証券
満期保有目的の債券

同左
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 その他有価証券
時価のあるもの
中間決算末日の
市場価格等に基
づく時価法（評
　　　　　価差額は
全部純資産直入
法により処理
し、売却原価は
移動平均法によ
り算定）

その他有価証券
時価のあるもの
同左

その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場
価格等に基づく
時価法（評価差
額は全部純資産
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定）

 時価のないもの
移動平均法によ
る原価法

時価のないもの
同左

時価のないもの
同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ
同左

デリバティブ
同左
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 (2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）
 ①平成19年３月31日
以前に取得したも
の
旧定額法によって
おります。

 ②平成19年４月１日
以降に取得したも
の
定額法によってお
ります。
なお、取得価額が10万
円以上20万円未満の
減価償却資産につい
ては、３年間で均等償
却をしております。
（追加情報）
当中間連結会計期間
から、法人税法改正に
伴い、平成19年３月31
日以前に取得した資
産については、改正前
の法人税法に基づく
減価償却の方法の適
用により取得価額の
５％に到達した連結
会計年度の翌連結会
計年度より、取得価額
の５％相当額と備忘
価額との差額を５年
間にわたり均等償却
し、減価償却費に含め
て計上しております。
　これにより営業利
益、経常利益及び税金
等調整前中間純利益
は、それぞれ53百万円
減少しております。
　なお、セグメント情
報に与える影響は、該
当箇所に記載してお
ります。

　

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）
 ①平成19年３月31日
以前に取得したも
の
　同左
 

 ②平成19年４月１日
以降に取得したも
の
　同左
 
 
 
 
 
 
 
　　――――
　
　
　

　

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）
 ①平成19年３月31日
以前に取得したも
の
　同左
 

 ②平成19年４月１日
以降に取得したも
の
  同左
 
 
 
 
 
 
（追加情報）
当連結会計年度から、
法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日
以前に取得した資産
については、改正前の
法人税法に基づく減
価償却の方法の適用
により取得価額の
５％に到達した連結
会計年度の翌連結会
計年度より、取得価額
の５％相当額と備忘
価額との差額を５年
間にわたり均等償却
し、減価償却費に含め
て計上しております。
　これにより営業利益
は106百万円減少し、
経常損失及び税金等
調整前当期純損失は
106百万円増加してお
ります。
　なお、セグメント情
報に与える影響は、該
当箇所に記載してお
ります。
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 無形固定資産
（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数につ
いては、法人税法に
規定する方法と同一
の基準によっており
ます。
ただし、無形固定資
産のうち自社利用の
ソフトウェアについ
ては、社内における
利用可能期間(５年)
に基づく定額法に
よっております。

無形固定資産
（リース資産を除く）
　　同左
 
 
 
 
 
　

無形固定資産
（リース資産を除く）
　　同左
 
 
 
 
 
　

 リース資産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産
リース期間を耐用年
数とし、残存価額を
零とする定額法を採
用しております。

リース資産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産
リース期間を耐用年
数とし、残存価額を
零とする定額法を採
用しております。
なお、リース取引開
始日が平成20年２月
29日以前の所有権移
転外ファイナンス・
リース取引について
は、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じ
た会計処理によって
おります。

リース資産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産
　　同左

 (3）重要な引当金の計上基
準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる
損失に備えるため、
一般債権については
貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定
の債権については個
別に回収可能性を検
討し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。

(3）重要な引当金の計上基
準
貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基
準
貸倒引当金

同左
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 賞与引当金
従業員の賞与支給に
充てるため、支給見
込額のうち当中間連
結会計期間に対応す
る額を計上しており
ます。

賞与引当金
同左

賞与引当金
従業員の賞与支給に
充てるため、支給見
込額のうち当連結会
計年度に対応する額
を計上しておりま
す。
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 退職給付引当金
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。
数理計算上の差異に
ついては、その発生
時の従業員の平均残
存勤務期間（15年）
による定額法によ
り、発生の翌連結会
計年度から費用処理
をすることとしてお
ります。

退職給付引当金
　　同左
　

退職給付引当金
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当連結会計年
度末において発生し
ていると認められる
額を計上しておりま
す。
数理計算上の差異に
ついては、その発生
時の従業員の平均残
存勤務期間（15年）
による定額法によ
り、発生の翌連結会
計年度から費用処理
をすることとしてお
ります。
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 役員退職慰労引当金
当社及び一部の連結
子会社は、役員の退
職慰労金支給に充て
るため内規に基づく
要支給額を計上して
おります。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
なお、当社は平成18
年５月の定時株主総
会をもって、上記の
連結子会社は平成20
年５月の定時株主総
会をもって役員退職
慰労金制度を廃止
し、これまでの在任
期間に応じた役員退
職慰労金の贈呈を決
議いたしました。
当中間連結会計期間
末における役員退職
慰労引当金残高は、
当該決議以前から在
任している役員に対
する支給見込額であ
ります。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

役員退職慰労引当金
　　同左
　
　

役員退職慰労引当金
当社及び一部の連結
子会社は、役員の退
職慰労金支給に充て
るため内規に基づく
要支給額を計上して
おります。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
なお、当社は平成18
年５月の定時株主総
会をもって、上記の
連結子会社は平成20
年５月の定時株主総
会をもって役員退職
慰労金制度を廃止
し、これまでの在任
期間に応じた役員退
職慰労金の贈呈を決
議いたしました。
当連結会計年度末に
おける役員退職慰労
引当金残高は、当該
決議以前から在任し
ている役員に対する
支給見込額でありま
す。　　　　　　　　　　　　　　　
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 時効商品券回収損
引当金
一定期間未決済のた
め収益計上した商品
券の今後の引換行使
に備えるため、未決
済実績率に基づく引
換行使見込額を計上
しております。
　
　――――

時効商品券回収損
引当金

同左
 
 
 
 
 
 

　
店舗等撤去費用引当金
閉鎖を決定した店舗
等について将来発生
が見込まれる解体撤
去費用の支払に備え
るため、当中間連結会
計期間における撤去
費用見込額を計上し
ております。

時効商品券回収損
引当金

同左
 
 
 
 
 
 

　
店舗等撤去費用引当金
閉鎖を決定した店舗
等について将来発生
が見込まれる解体撤
去費用の支払に備え
るため、当連結会計年
度末における撤去費
用見込額を計上して
おります。

 (4）重要なリース取引の処
理方法
　平成20年２月29日以
前のリース取引で、
リース物件の所有権
が借主に移転すると
認められるもの以外
のファイナンス・
リース取引について
は、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じ
た会計処理によって
おります。

　――――
　

　――――
　

 (5）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費
税の会計処理は、税
抜方式によっており
ます。

(5）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項
消費税等の会計処理

同左

(5）その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項
消費税等の会計処理

同左
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項　　　　目
前中間連結会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

４　中間連結キャッシュ
・フロー計算書(連
結キャッシュ・フ
ロー計算書)におけ
る資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、随
時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資か
らなっております。
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【会計方針の変更】

前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（リース取引に関する会計基準の適

用）

所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成
５年６月17日(企業会計審議会第一部
会)、平成19年３月30日改正)）及び
「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16
号(平成６年１月18日(日本公認会計士
協会 会計制度委員会)、平成19年３月
30日改正))が平成19年４月１日以降開
始する連結会計年度から適用するこ

とができることになったことに伴い、

当中間連結会計期間より、同会計基準

及び同適用指針を適用し、通常の売買

取引に係る会計処理によっておりま

す。

　この変更による損益への影響はあり

ません。

　――――― （リース取引に関する会計基準の適

用）

所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成
５年６月17日(企業会計審議会第一部
会)、平成19年３月30日改正)）及び
「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16
号(平成６年１月18日(日本公認会計士
協会 会計制度委員会)、平成19年３月
30日改正))が平成19年４月１日以降開
始する連結会計年度から適用するこ

とができることになったことに伴い、

当連結会計年度より、同会計基準及び

同適用指針を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。

　この変更による損益への影響はあり

ません。

【表示方法の変更】
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前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

　―――――― (中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間において流動

負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「リース債務」（前

中間連結会計期間66百万円）及び
固定負債の「その他」に含めて表

示しておりました「リース債務」

（前中間連結会計期間250百万
円）については、重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

前中間連結会計期間において営業

活動によるキャッシュ・フローの

小計区分前の「その他」に含めて

表示しておりました「デリバティ

ブ評価損益」（前中間連結会計期

間7百万円）については、重要性が
増したため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

　――――――
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
（平成20年８月31日）

当中間連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※１　グループ預け金

親会社（相模鉄道㈱）を核と

した相鉄グループ内の資金を

一元化し、効率的に活用するこ

とを目的として相鉄ビジネス

サービス㈱（親会社の全額出

資会社）に対して預け入れた

額であります。

※１　　　　 同左 ※１　　　　 同左

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は22,326百万円であ
ります。

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は22,993百万円であ
ります。

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は22,656百万円であ
ります。

※３　担保資産

(1）担保に供している資産
※３　担保資産

(1）担保に供している資産
※３　担保資産

(1）担保に供している資産
有価証券 51百万円 投資有価証券 51百万円 有価証券 53百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務
流動負債 　

「その他」(預り金) 59百万円
流動負債 　

「その他」(預り金) 60百万円
流動負債 　

「その他」(預り金) 56百万円

(注)　「前払式証票の規制等に関す
る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

(注)　「前払式証票の規制等に関す
る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

(注)　「前払式証票の規制等に関す
る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

※４　仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※４　　　　 同左 ―――――

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金に対し次のとおり

保証を行っております。

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金に対し次のとおり

保証を行っております。

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金等に対し次のとお

り保証を行っております。

㈱相販 29百万円 ㈱相鉄リテール

サービス
  23百万円

㈱相販  85百万円

 (注)㈱相販は平成21年８月１日
をもって相鉄フードサービス
㈱及び㈱相商と合併しており
ます。
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　通常の販売目的で保有する棚卸

資産の収益性の低下による簿

価切下額

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資

産の収益性の低下による簿価切

下額

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資

産の収益性の低下による簿価切

下額

 売上原価   9百万円  売上原価    △7百万円  売上原価    7百万円 

※２　主なものは、当社向け物流セン

ターの商品運搬手数料であり

ます。

※２　　　　　 同左 ※２　　　　　 同左

※３　販売費及び一般管理費の主なも

のは、次のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費の主なもの

は、次のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費の主なもの

は、次のとおりであります。

従業員等給料

手当
     5,677百万円

賞与引当金

繰入額
      345百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
   3百万円

退職給付費用       234百万円
水道光熱費       932百万円
委託費      1,667百万円
賃借料      2,261百万円
減価償却費       528百万円

従業員等給料

手当
    5,843百万円

賞与引当金

繰入額
      308百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
  5百万円

退職給付費用      266百万円
水道光熱費        869百万円
委託費    1,587百万円
賃借料     2,163百万円
減価償却費       622百万円

従業員等給料

手当
  11,821百万円

賞与引当金

繰入額
      311百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
 1百万円

退職給付費用     482百万円
水道光熱費    1,901百万円
委託費  3,384百万円
賃借料     4,481百万円
減価償却費   1,075百万円

――――― ※４　固定資産除却損の内訳は、次

　　　のとおりであります。

※４　固定資産除却損の内訳は、次

　　　のとおりであります。
 建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 0百万円
その他の有形固定資産 17百万円
無形固定資産 6百万円
合計 26百万円

建物及び構築物 4百万円
機械装置及び運搬具 0百万円
その他の有形固定資産 6百万円
合計 10百万円
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前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※５　減損損失

当中間連結会計期間において、

当社グループは、以下のとおり

減損損失を計上いたしました。

※５　減損損失

当中間連結会計期間において、

当社グループは、以下のとおり

減損損失を計上いたしました。

※５　減損損失

当連結会計年度において、当社

グループは、以下のとおり減損

損失を計上いたしました。

(1）減損損失を認識した主な資産
ボワドゥジュウェ橋本店の

リース資産等

(1）減損損失を認識した主な資産
スタジオＣ２ダイヤモンド店、

ステラダイヤモンド店他の

リース資産等

(1）減損損失を認識した主な資産
南瀬谷店、羽鳥店の土地及び建

物等

(2）減損損失の認識に至った経緯
営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識しており

ます。

(2）減損損失の認識に至った経緯
営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識しており

ます。

(2）減損損失の認識に至った経緯
営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識しており

ます。

(3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額
建物及び構築

物
    0百万円

その他の有形

固定資産
  0百万円

リース資産   7百万円
合計      7百万円

建物及び構築

物
    1百万円

その他の有形

固定資産
  1百万円

無形固定資産  0百万円　
長期前払費用 0百万円　
リース資産   36百万円
合計      40百万円

建物及び構築

物
   14百万円

機械装置及び

運搬具
  1百万円

土地  27百万円
その他の有形

固定資産

  0百万円

リース資産　  7百万円　
合計      50百万円

(4）資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。

(4）資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。

(4）資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。
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前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(5）回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額又は路

線価に合理的な調整を行って

算出した金額を使用しており

ます。

(5）回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額又は路

線価に合理的な調整を行って

算出した金額を使用しており

ます。

(5）回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、不動産鑑定評価額に基づ

く鑑定評価額または固定資産

税評価額に合理的な調整を

行って算出した金額を使用し

ております。

※６　委託契約解除に伴う損失

鮮魚部門の委託契約の解除に

伴う厨房改装費用及び弁護士

費用等であります。

※７　貸倒引当金繰入額

閉鎖を決定した店舗等におけ

る賃貸借契約に基づき差入れ

た保証金、敷金に対する回収不

能見込額であります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)
 前中間連結会計期間（自 平成20年３月１日　至 平成20年８月31日）

1.発行済株式に関する事項 　

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

普通株式 28,689 －　 －　 28,689

 2.自己株式に関する事項 　

 
前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

普通株式 65 3 － 69

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

 3.配当に関する事項

(1)配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
定時株主総会 普通株式 71 　　２円50銭 平成20年２月29日 平成20年５月23日

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年10月10日
取締役会 普通株式  利益剰余金 71 ２円50銭 平成20年８月31日 平成20年11月17日

 当中間連結会計期間（自 平成21年３月１日　至 平成21年８月31日）

1.発行済株式に関する事項 　

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

普通株式 28,689 ―　 ―　 28,689

 2.自己株式に関する事項 　
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前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

普通株式 71 3 75 －

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　減少は、親会社である相模鉄道㈱（現 相鉄ホールディングス㈱）との株式交換によるものであります。

　

 3.配当に関する事項

 (1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年５月28日
取締役会 普通株式  資本剰余金 71 ２円50銭 平成21年２月28日 平成21年５月29日

 前連結会計年度（自 平成20年３月１日　至 平成21年２月28日）

1.発行済株式に関する事項 　

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

普通株式 28,689 ―　 ―　 28,689

 2.自己株式に関する事項 　

 
前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

普通株式 65 6 0 71

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

　

 3.配当に関する事項

(1)配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
定時株主総会 普通株式 71 　　2円50銭 平成20年２月29日 平成20年５月23日

平成20年10月10日
取締役会 普通株式 71 　2円50銭 平成20年８月31日 平成20年11月17日
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 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年５月28日
定時株主総会 普通株式  資本剰余金 71 2円50銭 平成21年２月28日 平成21年５月29日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の金額と

の関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の金額と

の関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 3,863百万円
グループ預け金   326百万円
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△100百万円

現金及び現金同等物 4,089百万円

現金及び預金 3,124百万円
グループ預け金   66百万円
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△100百万円

現金及び現金同等物 3,090百万円

現金及び預金 3,127百万円
グループ預け金   832百万円
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△100百万円

現金及び現金同等物 3,859百万円
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引（新
リース会計基準適用開始前の通
常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっているも
の）

１．所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうちリース取引開
始日が、平成20年２月29日以前
のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その
内容は次のとおりであります。

１．所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうちリース取引開
始日が、平成20年２月29日以前
のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その
内容は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

中間期

末残高

相当額

 
(百万円)

機械
装置 353 198 － 155

工具
器具
備品

446 209 20 216

ソフト
ウェア

7 6 － 1

合計 807 414 20 372

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

中間期

末残高

相当額

 
(百万円)

機械
装置 282 190 － 92

工具
器具
備品

387 219 56 111

合計 670 409 56 203

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

期末
残高
相当額

 
(百万円)

機械
装置 328 206 － 122

工具
器具
備品

432 228 20 183

ソフト
ウェア

4 4 － 0

合計 765 439 20 305

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定して
おります。

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定して
おります。

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間
期末残高

    未経過リース料中間期末残高相
当額

②　未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間
期末残高

    未経過リース料中間期末残高相
当額

②　未経過リース料期末残高相当額及
びリース資産減損勘定期末残高

    未経過リース料期末残高相当額

１年以内    143百万円
１年超    245百万円

合計    389百万円

１年以内    111百万円
１年超    134百万円

合計     245百万円

１年以内      128百万円
１年超      190百万円

合計      319百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

  16百万円
リース資産減損勘定中間期末残高

    41百万円
リース資産減損勘定期末残高

  13百万円

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

43/94



前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高
が有形固定資産の中間期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。また、
リース資産減損勘定中間期末残高は、
中間連結貸借対照表の固定負債「そ
の他」に含まれております。

なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高
が有形固定資産の中間期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。また、
リース資産減損勘定中間期末残高は、
中間連結貸借対照表の固定負債「そ
の他」に含まれております。

なお、未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定
しております。また、リース資産減損
勘定期末残高は、連結貸借対照表の固
定負債「その他」に含まれておりま
す。
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前中間連結会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

支払リース料     90百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

   2百万円

減価償却費相当額    86百万円
減損損失   7百万円

支払リース料     70百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

  7百万円

減価償却費相当額    64百万円
減損損失  36百万円

支払リース料   168百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

    5百万円

減価償却費相当額  162百万円
減損損失     7百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

―――――

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引

のうち解約不能のものに係る未

経過リース料

１年以内   1,112百万円

１年超 8,770百万円

合計 9,883百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引

のうち解約不能のものに係る未

経過リース料

１年以内   1,160百万円

１年超  9,163百万円

合計  10,324百万円
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成20年８月31日現在)

１　時価のある有価証券

区　　　　分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　　価
(百万円)

差　　額
(百万円)

(1）　満期保有目的の債券    

① 国債・地方債等 59 60 0

② 社債 － － －

③ その他 － － －

計 59 60 0

区　　　　分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差　　額
(百万円)

(2）その他有価証券    

① 株式 778 778 0

② 債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③ その他 163 149 △14

計 941 928 △13

２　時価評価されていない主な有価証券

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1）満期保有目的の債券  

 　 非上場債券 500

(2）その他有価証券  

非上場株式 24

当中間連結会計期間末(平成21年８月31日現在)

１　時価のある有価証券
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区　　　　分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　　価
(百万円)

差　　額
(百万円)

(1）　満期保有目的の債券    

① 国債・地方債等 59 60 0

② 社債 － － －

③ その他 － － －

計 59 60 0

区　　　　分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差　　額
(百万円)

(2）その他有価証券    

① 株式 704 629 △75

② 債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③ その他 163 126 △36

計 867 756 △111

２　時価評価されていない主な有価証券

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1）満期保有目的の債券  

 　 非上場債券 400

(2）その他有価証券  

非上場債券 100

非上場株式 24

前連結会計年度末(平成21年２月28日現在)

１　時価のある有価証券

区　　　　分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　　価
(百万円)

差　　額
(百万円)

(1）　満期保有目的の債券    

① 国債・地方債等 59 60 0
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区　　　　分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　　価
(百万円)

差　　額
(百万円)

② 社債 － － －

③ その他 － － －

計 59 60 0

区　　　　分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表
計上額(百万円)

差　　額
(百万円)

(2）その他有価証券    

① 株式 704 512 △192

② 債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③ その他 163 118 △44

計 867 631 △236

２　時価評価されていない主な有価証券

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1）満期保有目的の債券  

 　 非上場債券 400

(2）その他有価証券  

非上場債券 100

非上場株式 24

(デリバティブ取引関係)
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対象物
の種類

取引の
種類

前中間連結会計期間末
（平成20年８月31日）

当中間連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

　

契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち1年超　
（百万円）

　

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち1年超　
（百万円）

　

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

金利

ス

ワッ

プ取

引

9,170 △15 △15 7,155 4,515 △48 △48 8,340 5,996 △267 △267
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　
食料品他
小売業

(百万円)

不動産
賃貸業

(百万円)

その他の事業

(百万円) 

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連   結

(百万円)

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 45,220 530 613 46,365 ― 46,365

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 53 54 (54) ―

計 45,221 530 667 46,419 (54) 46,365

営業費用 44,987 462 675 46,125 (68) 46,057

営業利益は営業損失（△） 233 68 △7 293 13 307

　(注) １　事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。
２　売上高には、営業収入を含んでおります。

３　食料品他小売業は、食料品を主に、衣料品、家庭用品等の販売を行うスーパーマーケット業、レディースファッ

ションの販売を行う専門店業であります。

４　不動産賃貸業は、スーパーマーケット店舗内を中心にテナントとの賃貸借契約による不動産賃貸業を展開して

おります。

５　その他の事業は、映画館業、飲食店業、広告業、宝くじ等販売代理業であります。

 ６ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から法人税

法改正に伴い平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法
の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い当中間

連結会計期間の営業費用は、食料品他小売業が51百万円、不動産賃貸業が1百万円、その他の事業が０百万円
それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。

当中間連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

　
食料品他
小売業

(百万円)

不動産
賃貸業

(百万円)

飲食店業　

（百万円）
　

その他の
事業

(百万円) 

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連   結

(百万円)

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 42,727 462 130 412 43,733 － 43,733

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 － 54 0 54 (54) －

計 42,728 462 184 412 43,788 (54) 43,733

営業費用 42,946 449 200 417 44,015 (66) 43,948
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食料品他
小売業

(百万円)

不動産
賃貸業

(百万円)

飲食店業　

（百万円）
　

その他の
事業

(百万円) 

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連   結

(百万円)

営業利益は営業損失（△） △218 12 △16 △4 △227 11 △215

　(注) １　事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。
２　売上高には、営業収入を含んでおります。

３　食料品他小売業は、食料品を主に、衣料品、家庭用品等の販売を行うスーパーマーケット業、レディースファッ

ションの販売を行う専門店業であります。

４　不動産賃貸業は、スーパーマーケット店舗内を中心にテナントとの賃貸借契約による不動産賃貸業を展開して

おります。

５　飲食店業は、レストラン、喫茶店及びスーパーマーケット店舗内のファーストフード等であります。

６　その他の事業は、映画館業、広告業、宝くじ等販売代理業であります。

７  事業の種類別セグメントの変更

従来「その他の事業」に含めておりました飲食店業につきましては、金額的重要性が増したため、前連結会計

年度より「飲食店業」として区分掲記することといたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合と

比べ「飲食店業」では、売上高は184百万円、営業費用が200百万円、営業損失が16百万円、それぞれ増加し、
「その他の事業」は、売上高、営業費用はそれぞれ同額減少し、営業利益は16百万円増加しております。
なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を、当中間連結会計期間の事業区分によった場合の種類別セ

グメント情報は次のとおりであります。
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前中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

　
食料品他
小売業

(百万円)

不動産
賃貸業

(百万円)

飲食店業　

（百万円）　

その他の事業
(百万円) 

計

(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連   結

(百万円)

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 45,220 530 125 488 46,365 － 46,365

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 － 53 － 54 (54) －

計 45,221 530 179 488 46,420 (54) 46,365

営業費用 44,987 462 198 476 46,126 (68) 46,057

営業利益は営業損失（△） 233 68 △19 12 293 13 307

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

　
食料品他

小売業

（百万円）

不動産

賃貸業

（百万円）

飲食店業

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連　結

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 89,211 997 266 874 91,349 － 91,349

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1 － 99 0 102 (102) －

計 89,212 997 366 875 91,451 (102) 91,349

営業費用 89,018 913 404 863 91,201 (129) 91,071

営業利益又は営業損失(△) 193 83 △38 11 250 26 277

　(注) １　事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。
２　売上高には、営業収入を含んでおります。

３　食料品他小売業は、食料品を主に、衣料品、家庭用品等の販売を行うスーパーマーケット業、レディースファッ

ションの販売を行う専門店業であります。

４　不動産賃貸業は、スーパーマーケット店舗内を中心にテナントとの賃貸借契約による不動産賃貸業を展開して

おります。

５　飲食店業は、レストラン、喫茶店及びスーパーマーケット店舗内のファーストフード等であります。

６　その他の事業は、映画館業、広告業、宝くじ等販売代理業であります。

７ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から法人税法改正に伴

い平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用によ
り取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い当連結会計年度の営

業費用は、食料品他小売業が102百万円、不動産賃貸業が3百万円、飲食店業が0百万円、その他の事業が0百万円
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それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。

８  事業の種類別セグメントの変更

従来「その他の事業」に含めておりました飲食店業につきましては、金額的重要性が増したため、当連結会計

年度より「飲食店業」として区分掲記することといたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合と

比べ「飲食店業」では、売上高は366百万円、営業費用が404百万円、営業損失が38百万円、資産は125百万円、減
価償却費が18百万円、それぞれ増加し、「その他の事業」は、売上高、営業費用、資産、減価償却費はそれぞれ同
額減少し、営業利益は38百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、連結会社は全て本国内所在であ

り、重要な在外支店もありませんので記載事項はありません。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり純資産額
 382円96

銭

１株当たり中間純利益  3円61銭

１株当たり純資産額 327円05銭

１株当たり中間純損失 99銭
１株当たり純資産額

 327円52

銭

１株当たり当期純損失  44円66銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ていないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純

損失であり、潜在株式が存在していな

いため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純

損失であり、潜在株式が存在していな

いため、記載しておりません。

（注）算定上の基礎

 １．１株当たり純資産額 　

 
前中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

 中間連結貸借対照表又は連結貸借対照表の

純資産の部の合計額（百万円）
11,295 9,730 9,724

 普通株式に係る純資産額（百万円） 10,960 9,382 9,372

 差額の主な内訳（百万円）

少数株主持分

 

335

 

347

 

351

 普通株式の発行済株式数（千株） 28,689 28,689 28,689

 普通株式の自己株式数（千株） 69 － 71

 1株当たり純資産の算定に用いられた

普通株式の数（千株）
28,619 28,689 28,618

 ２．１株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失 　
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前中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

（１株当たり中間純利益又は中間（当

期）純損失）
   

中間連結損益計算書上の中間純利益又は

中間(当期)純損失(△)(百万円)
103 △28 △1,278

普通株式に係る中間純利益又は中間（当

期）純損失(△)（百万円）
103 △28 △1,278

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,621 28,674 28,620
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間

 　平成20年９月、当社17店舗で鮮魚販売を業務委託しておりました取引先が消費期限及び賞味期限に違

反した商品を過去に一部販売したことが判明したため、当社は平成20年９月12日付けで同社との業務委

託契約を解除いたしました。業務委託契約の解除及び委託先の変更等に伴う諸費用を特別損失に80百万

円計上する見込みであります。

当中間連結会計期間

　該当事項はありません。

前連結会計年度

　本株式交換契約は、平成２１年２月２６日開催の当社臨時株主総会にて承認されました。

  当社と相模鉄道株式会社は、平成２０年１１月２７日開催のそれぞれの取締役会において、平成２

１年４月８日を効力発生日として、相模鉄道株式会社を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子

会社とする株式交換（以下、「本株式交換」）を行うことを決議し同日付で株式交換契約を締結い

たしました。

　相模鉄道株式会社による当社の完全子会社化は、相鉄グループにおける流通セグメントの中核会社

としての当社の位置づけをさらに強固なものとし、当社と相鉄グループ全体との強調体制を強化し、

より機動的な経営改革を実行して当社の持続的な成長と発展を確実なものとすると同時に、「相

鉄」ブランド価値の向上、ひいては当社を含む相鉄グループとしての企業価値向上に貢献すること

を目的としています。

　（１）　株式交換完全親会社の概要（平成20年12月31日現在）

　①　商号 相模鉄道株式会社 　

　②　住所 横浜市西区北幸一丁目３番２３号

　③　代表者 代表取締役　　鳥居　眞　  

　④　事業内容 鉄道業、自動車業、流通業、不動産業等　

　⑤　資本金 31,162 百万円　

　⑥　発行済株式総数 427,477,495 株　

　⑦　純資産 41,413 百万円（連結）　

　⑧　総資産 532,186 百万円（連結）　

　（２）　株式交換の日程
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　株式交換承認臨時株主総会 平成２１年２月２６日

　株式最終売買日 平成２１年４月　１日

　上場廃止日 平成２１年４月　２日　

　株式交換の日 平成２１年４月　８日

　（３）　株式交換比率

会社名
相模鉄道

（株式交換完全親会社）

相鉄ローゼン

（株式交換完全子会社）

　株式交換に係る割当の内容 1 1.2

※当社の普通株式１株に対して、相模鉄道の普通株式1.2株を割当て交付します。ただし、相模鉄道

が保有する当社普通株式15,482,000株については、本株式交換による株式割当は行いません。
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　（４）　上場廃止について

　本株式交換の結果、効力発生日である平成２１年４月８日をもって相模鉄道株式会社は当社の完全

親会社となり、当社の株式は平成２１年４月２日に上場廃止（最終売買日は平成２１年４月１日）

となりました。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成20年８月31日)

当中間会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,612 2,147 2,032

グループ預け金 ※1
 326

※1
 66

※1
 832

売掛金 1,096 1,103 1,005

有価証券 ※3
 59 － ※3

 59

たな卸資産 2,059 1,958 2,203

その他 2,050 1,870 2,278

貸倒引当金 － △22 △81

流動資産合計 8,205 7,122 8,331

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 5,620

※2
 5,371

※2
 5,333

土地 8,360 8,332 8,332

その他（純額） ※2
 2,235

※2
 2,554

※2
 2,578

有形固定資産合計 16,215 16,258 16,244

無形固定資産 235 423 450

投資その他の資産

投資有価証券 1,298 ※3
 1,189 1,006

繰延税金資産 3,038 4,058 4,006

差入保証金 5,855 4,596 5,446

敷金 3,893 3,616 3,895

その他 1,441 1,368 1,418

貸倒引当金 △2 △627 △1,426

投資その他の資産合計 15,525 14,201 14,347

固定資産合計 31,977 30,883 31,042

資産合計 40,182 38,005 39,373

負債の部

流動負債

買掛金 5,178 4,355 4,401

短期借入金 1,750 1,000 100

1年内返済予定の長期借入金 2,750 4,827 4,531

リース債務 － 186 141

未払法人税等 75 67 103

賞与引当金 246 202 208

時効商品券回収損引当金 18 20 19

店舗等撤去費用引当金 － 93 234

その他 ※3, ※4
 2,772

※3, ※4
 2,108

※3
 2,912

流動負債合計 12,790 12,860 12,651

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

59/94



(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成20年８月31日)

当中間会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年２月28日)

固定負債

長期借入金 9,443 8,365 9,846

再評価に係る繰延税金負債 602 591 591

退職給付引当金 6,023 6,010 6,027

役員退職慰労引当金 54 40 47

リース債務 － 598 512

その他 684 506 701

固定負債合計 16,808 16,112 17,726

負債合計 29,598 28,973 30,378

純資産の部

株主資本

資本金 5,310 5,310 5,310

資本剰余金

資本準備金 1,327 1,327 1,327

その他資本剰余金 3,182 2,940 3,182

資本剰余金合計 4,509 4,268 4,509

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 1,080 － 1,080

繰越利益剰余金 198 1 △1,243

利益剰余金合計 1,278 1 △163

自己株式 △39 － △40

株主資本合計 11,059 9,580 9,616

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6 △63 △135

土地再評価差額金 △468 △484 △484

評価・換算差額等合計 △475 △548 △620

純資産合計 10,583 9,032 8,995

負債純資産合計 40,182 38,005 39,373
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前事業年度の要約
損益計算書

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

売上高 ※1
 43,962

※1
 41,574

※1
 86,707

売上原価 ※2, ※3
 33,661

※2, ※3
 31,904

※2, ※3
 66,275

売上総利益 10,301 9,669 20,432

営業収入 ※4
 1,793

※4
 1,643

※4
 3,461

営業総利益 12,094 11,313 23,894

販売費及び一般管理費 11,823 11,517 23,701

営業利益又は営業損失（△） 270 △203 192

営業外収益 ※5
 75

※5
 277

※5
 137

営業外費用 ※6
 146

※6
 128

※6
 580

経常利益又は経常損失（△） 200 △54 △250

特別利益 － ※7
 180 －

特別損失 ※8, ※9
 7

※8, ※9
 78

※8, ※9
 1,946

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 192 47 △2,197

法人税、住民税及び事業税 31 31 61

法人税等調整額 71 14 △960

法人税等合計 103 45 △899

中間純利益又は中間純損失（△） 89 1 △1,297
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,310 5,310 5,310

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 5,310 5,310 5,310

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,327 1,327 1,327

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 1,327 1,327 1,327

その他資本剰余金

前期末残高 3,182 3,182 3,182

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

欠損填補 － △163 －

自己株式の処分 － △6 △0

当中間期変動額合計 － △241 △0

当中間期末残高 3,182 2,940 3,182

資本剰余金合計

前期末残高 4,509 4,509 4,509

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

欠損填補 － △163 －

自己株式の処分 － △6 △0

当中間期変動額合計 － △241 △0

当中間期末残高 4,509 4,268 4,509

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,080 1,080 1,080

当中間期変動額

欠損補填 － △1,080 －

当中間期変動額合計 － △1,080 －

当中間期末残高 1,080 － 1,080

繰越利益剰余金

前期末残高 180 △1,243 180

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

欠損填補 － 1,243 －

土地再評価差額金の取崩 － － 16

中間純利益又は中間純損失（△） 89 1 △1,297

当中間期変動額合計 17 1,244 △1,424

当中間期末残高 198 1 △1,243

利益剰余金合計

前期末残高 1,260 △163 1,260

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

土地再評価差額金の取崩 － － 16

欠損填補 － 163 －

中間純利益又は中間純損失（△） 89 1 △1,297

当中間期変動額合計 17 164 △1,424

当中間期末残高 1,278 1 △163

自己株式

前期末残高 △37 △40 △37

当中間期変動額

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 42 0

当中間期変動額合計 △1 40 △2

当中間期末残高 △39 － △40

株主資本合計

前期末残高 11,043 9,616 11,043

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

土地再評価差額金の取崩 － － 16

中間純利益又は中間純損失（△） 89 1 △1,297

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 36 0

当中間期変動額合計 15 △36 △1,426

当中間期末残高 11,059 9,580 9,616
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 54 △135 54

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △61 72 △190

当中間期変動額合計 △61 72 △190

当中間期末残高 △6 △63 △135

土地再評価差額金

前期末残高 △468 △484 △468

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － － △16

当中間期変動額合計 － － △16

当中間期末残高 △468 △484 △484

評価・換算差額等合計

前期末残高 △414 △620 △414

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △61 72 △206

当中間期変動額合計 △61 72 △206

当中間期末残高 △475 △548 △620

純資産合計

前期末残高 10,629 8,995 10,629

当中間期変動額

剰余金の配当 △71 － △143

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △71 －

土地再評価差額金の取崩 － － 16

中間純利益又は中間純損失（△） 89 1 △1,297

自己株式の取得 △1 △1 △2

自己株式の処分 － 36 0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △61 72 △206

当中間期変動額合計 △45 36 △1,633

当中間期末残高 10,583 9,032 8,995
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１　資産の評価基準及び

評価方法

たな卸資産

評価基準は原価法（収益

性の低下による簿価切下

げの方法）によっており

ます。

たな卸資産

 同左

たな卸資産

 同左

　 商品(除く生鮮食品）
売価還元法

商品(除く生鮮食品）
 同左

商品(除く生鮮食品)
 同左

 商品(生鮮食品)
最終仕入原価法

商品(生鮮食品)
 同左

商品(生鮮食品)
 同左

 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法

有価証券

満期保有目的の債券

同左

有価証券

満期保有目的の債券

同左
 子会社株式

移動平均法による原価

法

子会社株式

同左

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

 同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）
 時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

　　同左

デリバティブ

同左
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項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

２　固定資産の減価償却

の方法

有形固定資産

　（リース資産を除く）

①平成19年３月31日以前
　に取得したもの

　旧定額法によっており

　ます。　　　　　　
 　②平成19年４月１日以降

に取得したもの
定額法によっておりま
す。
なお、取得価額が10万
円以上20万円未満の減
価償却資産について

は、３年間で均等償却

をしております。
（追加情報）
当中間会計期間か
ら、法人税法の改正
に伴い、平成19年３
月31日以前に取得し
た資産については、
改正前の法人税法に
基づく減価償却の方
法の適用により取得
価額の５％に到達し
た事業年度の翌事業
年度より、取得価額
の５％相当額と備忘
価額との差額を５年
間にわたり均等償却
し、減価償却費に含
めて計上しておりま
す。
　これにより営業利
益、経常利益及び税
引前中間純利益は、
それぞれ52百万円減
少しております。

有形固定資産

　（リース資産を除く）

①平成19年３月31日以前
　に取得したもの

　　　　同左

　　　　　　
 　②平成19年４月１日以降

に取得したもの
　　　同左
 
 

 

 

 

 
　　――――
　
　

有形固定資産

　（リース資産を除く）

①平成19年３月31日以前
　に取得したもの

　　　　同左

　　　　　　
 　②平成19年４月１日以降

に取得したもの
　　　同左
 
なお、取得価額が10万
円以上20万円未満の減
価償却資産について

は、３年間で均等償却

をおります。
（追加情報）
当事業年度から、法
人税法改正に伴い、
平成19年３月31日以
前に取得した資産に
ついては、改正前の
法人税法に基づく減
価償却の方法の適用
により取得価額の
５％に到達した事業
年度の翌事業年度よ
り、取得価額の５％
相当額と備忘価額と
の差額を５年間にわ
たり均等償却し、減
価償却費に含めて計
上しております。
　これにより営業利
益は104百万円減少
し、経常損失及び税
引前当期純損失は
104百万円増加して
おります。
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項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、無形固定資産の

うち自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に
よっております。

無形固定資産

　（リース資産を除く）

　　　同左

　

　

無形固定資産

　（リース資産を除く）

　　　同左
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項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 リース資産
所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法を採用してお
ります。

リース資産
所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法を採用してお
ります。
なお、リース取引開始日
が平成20年２月29日以
前の所有権移転外ファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準
じた会計処理によって
おります。

 リース資産
所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産
　　　同左

 長期前払費用

均等額償却によっており

ます。

なお、償却期間について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 賞与引当金

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額のう

ち当中間会計期間に対応

する額を計上しておりま

す。

賞与引当金

同左

賞与引当金

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額のう

ち当事業年度に対応する

額を計上しております。
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項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間（

15年）による定額法によ
り、発生の翌期から費用

処理をすることとしてお

ります。

退職給付引当金

　　　　同左

　

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

(15年)による定額法によ
り、発生の翌事業年度か

ら費用処理をすることと

しております。
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項　　　　目
前中間会計期間

（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しておりましたが、平

成18年５月の定時株主総
会をもって役員退職慰労

金制度を廃止し、これま

での在任期間に応じた役

員退職慰労金の贈呈を決

議いたしました。

当中間会計期間末におけ

る役員退職慰労引当金残

高は、当該決議以前から

在任している役員に対す

る支給見込額でありま

す。　　　　　

役員退職慰労引当金

同左　　　　

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成18
年５月の定時株主総会を

もって役員退職慰労金制

度を廃止し、これまでの

在任期間に応じた役員退

職慰労金の贈呈を決議い

たしました。

当事業年度末における役

員退職慰労金残高は、当

該決議以前から在任して

いる役員に対する支給見

込額であります。

　 時効商品券回収損引当金

一定期間未決済のため収

益計上した商品券の今後

の引換行使に備えるため、

未決済実績率に基づく引

換行使見込額を計上して

おります。

時効商品券回収損引当金

同左

時効商品券回収損引当金

同左

４　リース取引の処理方

法

　平成20年２月29日以前の
リース取引で、リース物件
の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

―――― ――――

５　その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた
めの基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理につい

て

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理につい

て

同左

消費税等の会計処理につい

て

同左

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

70/94



【会計方針の変更】

前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 （リース取引に関する会計基準の適

用）

所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成

５年６月17日(企業会計審議会第一部

会)、平成19年３月30日改正)）及び

「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会 会計制度委員会)、平成19年３月

30日改正))が平成19年４月１日以降開

始する事業年度から適用することが

できることになったことに伴い、当中

間会計期間より、同会計基準及び同適

用指針を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。

　この変更による損益への影響はあり

ません。

 　　　　 ───────  （リース取引に関する会計基準の適

用）

所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成

５年６月17日(企業会計審議会第一部

会)、平成19年３月30日改正)）及び

「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会 会計制度委員会)、平成19年３月

30日改正))が平成19年４月１日以降開

始する連結会計年度から適用するこ

とができることになったことに伴い、

当事業年度より、同会計基準及び同適

用指針を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　この変更による損益への影響はあり

ません。

【表示方法の変更】
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前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

　―――――― （中間貸借対照表関係）

前中間会計期間において流動負債

の「その他」に含めて表示してお

りました「リース債務」（前中間

連結会計期間57百万円）及び固定

負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「リース債務」（前

中間会計期間221百万円）について

は、重要性が増したため、当中間会

計期間より区分掲記しております。

　――――――
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
（平成20年８月31日）

当中間会計期間末
（平成21年８月31日）

前事業年度末
（平成21年２月28日）

※１　グループ預け金

親会社（相模鉄道㈱）を核と

した相鉄グループ内の資金を

一元化し、効率的に活用するこ

とを目的として相鉄ビジネス

サービス㈱（親会社の全額出

資会社）に対して預け入れた

額であります。

※１　　　　 同左 ※１　　　　 同左

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は21,904百万円であ

ります。

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は22,183百万円であ

ります。

※２　有形固定資産から控除した減価

償却累計額は22,150百万円であ

ります。

※３　担保資産

(1）担保に供している資産

※３　担保資産

(1）担保に供している資産

※３　担保資産

(1）担保に供している資産

有価証券 51百万円 投資有価証券 51百万円 有価証券 53百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

流動負債 　

「その他」(預り金) 59百万円

流動負債 　

「その他」(預り金) 60百万円

流動負債 　

「その他」(預り金) 56百万円

(注)　「前払式証票の規制等に関す

る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

(注)　「前払式証票の規制等に関す

る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

(注)　「前払式証票の規制等に関す

る法律」に基づき法務局へ

供託している資産に対応す

るものであります。

※４　仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※４　　　　 同左 ───―

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金に対し次のとおり

保証を行っております。

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金に対し次のとおり

保証を行っております。

５　保証債務

子会社の宝くじ販売代理業に

伴う預り金等に対し次のとお

り保証を行っております。
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前中間会計期間末
（平成20年８月31日）

当中間会計期間末
（平成21年８月31日）

前事業年度末
（平成21年２月28日）

㈱相販   29百万円 ㈱相鉄リテール

サービス
  23百万円

(注)㈱相販は平成21年８月１日
をもって相鉄フードサービス
㈱及び㈱相商と合併しており
ます。

㈱相販   85百万円
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　うち委託売上高
            10,584百万円

※１　うち委託売上高
                9,905百万円

※１　うち委託売上高
                  20,782百万円

※２　うち委託売上原価
          9,289百万円

※２　うち委託売上原価
               8,687百万円

※２　うち委託売上原価
                  18,248百万円

※３　通常の販売目的で保有する棚卸

資産の収益性の低下による簿

価切下額

※３　通常の販売目的で保有する棚卸

資産の収益性の低下による簿

価切下額

※３　通常の販売目的で保有する棚卸

資産の収益性の低下による簿

価切下額

 売上原価   9百万円  売上原価 △7百万円  売上原価   7百万円

※４　主なものは、当社向け物流セン

ターの商品運搬手数料であり

ます。

※４　　　　 同左 ※４　　　　 同左

※５　営業外収益の主なものは次のと

おりであります。

※５　営業外収益の主なものは次のと

おりであります。

※５　営業外収益の主なものは次のと

おりであります。

受取利息   20百万円 デリバティブ評

価益

 218百万円

受取配当金  12百万円

受取利息   34百万円

※６　営業外費用の主なものは次のと

おりであります。

※６　営業外費用の主なものは次のと

おりであります。

※６　営業外費用の主なものは次のと

おりであります。

支払利息  127百万円 支払利息  116百万円 デリバティブ評

価損

259百万円

支払利息  244百万円

――――― ※７　特別利益は次のとおりでありま

す。

―――――

 店舗等撤去費用引

当金戻入額

  103百万円

貸倒引当金戻入額   77百万円

 

※８　特別損失は次のとおりでありま

す。

※８　特別損失は次のとおりでありま

す。

※８　特別損失は次のとおりでありま

す。

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

75/94



前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

減損損失      7百万円 減損損失   40百万円

賃貸借契約解約

に伴う損失

  13百万円

その他   4百万円
固定資産除却損   19百万円

(内訳) 　

建物    0百万円

その他の有形固

定資産

    13百万円

無形固定資産     6百万円

減損損失    50百万円

投資有価証券評

価損

   73百万円

委託契約解除に

伴う損失

   73百万円

貸倒引当金繰入

額

1,505百万円　

店舗等撤去費用

引当金繰入額

  234百万円

固定資産除却損     7百万円

(内訳) 　

建物    2百万円

その他     4百万円
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前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※９  減損損失

 　　 当中間会計期間において、当社

は、以下のとおり減損損失を計

上いたしました。

※９  減損損失

 　　 当中間会計期間において、当社

は、以下のとおり減損損失を計

上いたしました。

※９　減損損失

当事業年度において、当社は、

以下のとおり減損損失を計上

いたしました。

 (1)  減損損失を認識した主な資産
ボワドゥジュウェ橋本店の

リース資産等

 (1)  減損損失を認識した主な資産
スタジオＣ２ダイヤモンド店、

ステラダイヤモンド店他の

リース資産等

(1) 減損損失を認識した主な資産
 　　 南瀬谷店、羽鳥店他の土地建物等

 (2)  減損損失の認識に至った経緯
 　　 営業損益が悪化し短期的な業績

回復が見込まれないことによ

り、減損損失を認識しておりま

す。

 (2)  減損損失の認識に至った経緯
 　　 営業損益が悪化し短期的な業績

回復が見込まれないことによ

り、減損損失を認識しておりま

す。

(2) 減損損失の認識に至った経緯
 　　 営業損益が悪化し短期的な業績

回復が見込まれないことによ

り、減損損失を認識しておりま

す。

 (3)　 減損損失の金額 (3) 減損損失の金額 (3) 減損損失の金額
建物及び構築

物
     0百万円

その他の有形

固定資産 
  0百万円

リース資産   7百万円

合計      7百万円

建物及び構築

物
     1百万円

その他の有形

固定資産 
  1百万円

無形固定資産 0百万円　
投資その他の

資産その他
  0百万円

リース資産  36百万円

合計     40百万円

建物及び構築

物
   14百万円

土地 27百万円　
その他の有形

固定資産 
 1百万円

リース資産  7百万円

合計     50百万円

(4)　資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。

(4) 資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。

(4) 資産のグルーピングの方法
店舗及び事業所ごとなど、管理

会計上の区分に従いグルーピ

ングしております。

(5) 回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額または

路線価に合理的な調整を行っ

て算出した金額を使用してお

ります。

(5) 回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額又は路

線価に合理的な調整を行って

算出した金額を使用しており

ます。

(5) 回収可能価額の算定方法
回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。

正味売却価額の算定に当たっ

ては、不動産鑑定評価額に基づ

く鑑定評価額または固定資産

税評価額に合理的な調整を

行って算出した金額を使用し

ております。

10　減価償却実施額は次のとおりで
あります。

10　減価償却実施額は次のとおりで
あります。

10　減価償却実施額は次のとおりで
あります。
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前中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

有形固定資産    494百万円
無形固定資産     21百万円

合計   516百万円

有形固定資産  557百万円
無形固定資産    40百万円

合計   598百万円

有形固定資産  1,002百万円
無形固定資産     45百万円

合計 1,048百万円

　

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

78/94



(中間株主資本等変動計算書関係)
 前中間会計期間（自　平成20年 3月 1日　至　平成20年 8月31日）

 自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（千株）

当中間会計期間

増加株式数（千株）

当中間会計期間

減少株式数（千株）

当中間会計期間末

株式数（千株）

 　　普通株式 65 3 － 69

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

 当中間会計期間（自　平成21年 3月 1日　至　平成21年 8月31日）

 自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（千株）

当中間会計期間

増加株式数（千株）

当中間会計期間

減少株式数（千株）

当中間会計期間末

株式数（千株）

 　　普通株式 71 3 75 －

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　減少は、親会社である相模鉄道㈱（現 相鉄ホールディングス㈱）との株式交換によるものであります。

　

 前事業年度（自　平成20年 3月 1日　至　平成21年 2月28日）

 自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（千株）

当事業年度

増加株式数（千株）

当事業年度

減少株式数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

 　　普通株式 65 6 0 71

 (変動事由の概要)

　増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

　減少は、単元未満株式の買増請求によるものであります。
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引（新
リース会計基準適用開始前の通
常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっているも
の）

１．所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうちリース取引開
始日が、平成20年２月29日以前
のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その
内容は次のとおりであります。

１．所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうちリース取引開
始日が、平成20年２月29日以前
のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その
内容は次のとおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相
当額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

中間期

末残高

相当額

 
(百万円)

機械
装置 25 14 － 11

工具
器具
備品

437 204 20 212

合計 463 218 20 223

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

中間期

末残高

相当額

 
(百万円)

機械
装置 25 17 － 7

工具
器具
備品

378 212 56 109

合計 404 229 56 117

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額

相当額
(百万円)

減損
損失
累計額
相当額

(百万円)

期末
残高
相当額

 
(百万円)

工具
器具
備品

449 238 20 190

合計 449 238 20 190

　なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。

　なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。

　なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間
期末残高

    未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間
期末残高

    未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料期末残高相当額及
びリース資産減損勘定期末残残
高

    未経過リース料期末残高相当額

１年以内   82百万円
１年超    158百万円

合計    240百万円

１年以内 63百万円
１年超    95百万円

合計    159百万円

１年以内   74百万円
１年超    128百万円

合計   203百万円

リース資産減損勘定中間期末残高

  16百万円
リース資産減損勘定中間期末残高

  41百万円
リース資産減損勘定期末残高

 13百万円
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前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

　なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

また、リース資産減損勘定中間期末残

高は、中間貸借対照表の固定負債「そ

の他」に含まれております。

　なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

また、リース資産減損勘定中間期末残

高は、中間貸借対照表の固定負債「そ

の他」に含まれております。

　なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

支払リース料   53百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

   2百万円

減価償却費相当額  49百万円
減損損失   7百万円

支払リース料  43百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

  8百万円

減価償却費相当額 36百万円
減損損失    36百万円

支払リース料   97百万円
リース資産減損勘
定の取崩額

   5百万円

減価償却費相当額    92百万円
減損損失   7百万円
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前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左 

――――― ２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取

引のうち解約不能のものに係

る未経過リース料

１年以内       1,100百万円

１年超      8,758百万円

合計  9,858百万円

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取

引のうち解約不能のものに係

る未経過リース料

１年以内       1,148百万円

１年超      9,145百万円

合計    10,293百万円
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成20年８月31日現在)

　子会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末(平成21年８月31日現在)

　子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末(平成21年２月28日現在)

　子会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり純資産額
 369円81

銭

１株当たり中間純利益  ３円11銭

１株当たり純資産額 314円83銭

１株当たり中間純利益  ５銭
１株当たり純資産額

 314円33

銭

１株当たり当期純損失
  45円34

銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ていないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ていないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純

損失であり潜在株式が存在していな

いため、記載しておりません。

（注）算定上の基礎

 １．１株当たり純資産額 　

 
前中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

 中間貸借対照表の純資産の部の合計

（百万円）
10,583 9,032 8,995

 普通株式に係る純資産額（百万円） 10,583 9,032 8,995

 普通株式の発行済株式数（千株） 28,689 28,689 28,689

 普通株式の自己株式数（千株） 69 ― 71

 1株当たり純資産の算定に用いられた普通

株式の数（千株）
28,619 28,689 28,618

 ２．１株当たり中間純利益又は当期純損失 　

　
前中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

（１株当たり中間純利益又は当期純損

失）
   

中間損益計算書上の中間純利益又は当期

純損失（△）

（百万円）

89 1 △1,297

EDINET提出書類

相鉄ローゼン株式会社(E03111)

半期報告書

84/94



　
前中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

普通株式に係る中間純利益又は当期純損

失（△）

（百万円）

89 1 △1,297

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,621 28,674 28,620
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(重要な後発事象)

前中間会計期間

 　平成20年９月、当社17店舗で鮮魚販売を業務委託しておりました取引先が消費期限及び賞味期限に違

反した商品を過去に一部販売したことが判明したため、当社は平成20年９月12日付けで同社との業務委

託契約を解除いたしました。業務委託契約の解除及び委託先の変更等に伴う諸費用を特別損失に80百万

円計上する見込みであります。

当中間会計期間

　該当事項はありません。

前事業年度

　当社と相模鉄道株式会社は、平成２０年１１月２７日開催のそれぞれの取締役会において、平成２

１年４月８日を効力発生日として、相模鉄道株式会社を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子

会社とする株式交換（以下、「本株式交換」）を行うことを決議し同日付で株式交換契約を締結い

たしました。

　本株式交換契約は、平成２１年２月２６日開催の当社臨時株主総会にて承認されました。

　相模鉄道株式会社による当社の完全子会社化は、相鉄グループにおける流通セグメントの中核会社

としての当社の位置づけをさらに強固なものとし、当社と相鉄グループ全体との強調体制を強化し、

より機動的な経営改革を実行して当社の持続的な成長と発展を確実なものとすると同時に、「相

鉄」ブランド価値の向上、ひいては当社を含む相鉄グループとしての企業価値向上に貢献すること

を目的としています。

　（１）　株式交換完全親会社の概要（平成20年12月31日現在）
　①　商号 相模鉄道株式会社 　

　②　住所 横浜市西区北幸一丁目３番２３号
　③　代表者 代表取締役　　鳥居　眞　  

　④　事業内容 鉄道業、自動車業、流通業、不動産業等　

　⑤　資本金 31,162 百万円　

　⑥　発行済株式総数 427,477,495 株　

　⑦　純資産 41,413 百万円（連結）　

　⑧　総資産 532,186 百万円（連結）　

　（２）　株式交換の日程

　株式交換承認臨時株主総会 平成２１年２月２６日
　株式最終売買日 平成２１年４月　１日
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　株式交換承認臨時株主総会 平成２１年２月２６日
　上場廃止日 平成２１年４月　２日　
　株式交換の日 平成２１年４月　８日

　（３）　株式交換比率

会社名 相模鉄道
（株式交換完全親会社）

相鉄ローゼン

（株式交換完全子会社）

　株式交換に係る割当の内容 1 1.2

※当社の普通株式１株に対して、相模鉄道の普通株式1.2株を割当て交付します。ただし、相模鉄道

が保有する当社普通株式15,482,000株については、本株式交換による株式割当は行いません。
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　（４）　上場廃止について

　本株式交換契約の結果、効力発生日である平成２１年４月８日をもって相模鉄道株式会社は当社の

完全親会社となり、当社の株式は平成２１年４月２日に上場廃止（最終売買日は平成２１年４月１

日）となりました。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 (1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第66期)

自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日

平成21年５月29日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成20年11月14日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 市　　川　　一　　郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 横　　井　　直　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 根　　本　　剛　　光　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る相鉄ローゼン株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年

３月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、相鉄ローゼン株式会社及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年９月12日付で鮮魚販売を業務委託していた取引先との業務委

託契約を解除し、特別損失80百万円を計上する見込みである。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．前中間連結会計期間の財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成21年11月25日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 市　　川　　一　　郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 横　　井　　直　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 根　　本　　剛　　光　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る相鉄ローゼン株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成21年

３月１日から平成21年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、相鉄ローゼン株式会社及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成20年11月14日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 市　　川　　一　　郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 横　　井　　直　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 根　　本　　剛　　光　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る相鉄ローゼン株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成20年３

月１日から平成20年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、相鉄ローゼン株式会社の平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年３月１

日から平成20年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年９月12日付で鮮魚販売を業務委託していた取引先との業務委

託契約を解除し、特別損失80百万円を計上する見込みである。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．前中間会計期間の財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成21年11月25日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 市　　川　　一　　郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 横　　井　　直　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 根　　本　　剛　　光　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る相鉄ローゼン株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第67期事業年度の中間会計期間（平成21年３

月１日から平成21年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、相鉄ローゼン株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成21年３月１

日から平成21年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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